次第３　その他事務連絡について
◎地域密着型サービスの他市指定について
○概要
介護保険制度における地域密着型サービスは、原則としてその施設がある市町村の被保険者のみが利用できるものです(介護保険法第78条の２）。
  したがって、流山市内の地域密着型サービスは、原則として流山市民のみが利用できるということになります。
　しかし、特別な事情があるときは、特例として事業所の所在市町村長等の同意により、他市町村の被保険者の利用が可能となっています。
例）
	＊B市の被保険者がA市の地域密着型サービスX事業所を利用したいときは、A市長の同意・B市の他市町村指定の手続きが必要です。
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　他市町村の被保険者が、本市の地域密着型サービスを利用する場合は、他市町村による同意の手続き、事業所による指定申請の手続き（※）が必要となります。
その場合、相当の理由と時間（２か月程度）が必要となるため、お早めに市にご相談ください。また、流山市では原則として遡って指定は致しません。なお、万一他市町村の指定を受けないまま利用があった場合、市町村は介護給付費を支給できませんのでご注意ください。
（※）なお、指定はあくまで事業所に対するものであり、特定の事業所
に特定の市町村が複数の利用者について他市指定していたとして
も指定は１つであり、その有効期限も当該他市指定の指定日から
６年となります。この点で、地域密着型通所介護への移行に伴う
みなし指定における利用者ごとの指定とは異なりますので御注意
下さい。そのため、例えば、他市町村の利用者Aに対する指定す
る場合、流山市においては指定の際に利用者の範囲をAに限る旨
を条件として指定をしますが、その後更に利用者Bが当該事業所
を利用する場合は、当該指定条件における利用者の範囲を変更す
ることにより対応することとなります。
○流山市における他市指定及び他市同意の要件
　以下の（１）～（３）のいずれも満たすことが必要です。
（１）他市指定を受けようとする事業所の定員等に余裕があり、受入が
可能であること。
（２）（本市が他市指定する場合）指定を受けようとする事業所が所在す
る他市町村の同意があること。
（３）相当の理由については次のいずれかに該当すること。
　ア　平成２８年３月３１日時点で他市長村の予防通所介護サービス若
しくは総合事業の通所サービスを利用していた要支援の被保険者
が、平成２８年４月１日以降に更新又は区分変更申請により要介
護の認定を受けた場合において、当該予防通所介護サービス若し
くは総合事業の通所サービスと一体的に運営されている地域密着
型通所介護事業所を継続して利用しようとする場合（※）
　イ　災害又は虐待の恐れ等のやむを得ない理由によって、一時的に住
民票を移さずに市外に居住する必要があり、かつ、被保険者の心
身の状況から他市町村の地域密着型サービス事業所等を利用する
やむを得ない理由が認められる場合
　ウ　その他被保険者の心身の状況及び事業所の状況等から、他市町村
所在の地域密着型サービス事業所等を利用するやむを得ない理由
が認められる場合
　エ　他市町村の被保険者が利用している事業所における指定期間満了
による指定更新の必要が生じた場合
（※）背景としては、平成２８年度より、定員１８名以下の通所介護事業所については地域密着型サービスとなり、当該事業所を平成２８年３月３１日時点で利用していた場合については、経過措置として利用者氏名報告書にて所在市町村に報告した他市の利用者の利用がみとめられていることにあります（みなし指定）。また、更新や区分変更等で要介護から要支援になった方は、その時点でみなし指定対象者ではなくなるため、予防通所介護サービス若しくは総合事業の通所サービスとしての利用しか認められません。その後に再度の区分変更で要介護となった場合は原則として他市指定の手続きが必要となりますので注意して下さい。なお、みなし指定事業所の中でも事業所更新申請を、施設所在市町村にしか行わずにみなし指定を受けている他市町村における事業所有効期限が切れる事業所が見られましたので、事業所有効期限が近くなりましたら、各自指定を受けている保険者に連絡をするなどお早目に対応して頂きますようお願いします。
○現状及び問題
　上記要件に分類されずに利用を希望するケースが多く発生しており、一部については、利用が開始されてから利用できないことに気が付き、一定期間の給付が行えないケースが発生しています。そのため、利用を開始する場合は、必ず保険証にて保険者を確認の上サービスを利用させるよう徹底して下さい。また、他市町村の被保険者の利用を希望する場合は必ず保険者に連絡を入れるようにして下さい。なお、確認を怠ったことによる指定・同意は原則行いませんので十分留意するとともに、サービス費用の負担の面で利用者に不利益が生じないよう配慮するようにして下さい。
○注意事項
　指定更新等各種申請や変更届等各種届出については、必ず施設所在市長村のみならず、自己の事業所が指定を受けている保険者に対しても申請や届出をして下さい。例えば、上記でも述べたように施設所在市町村のみ指定更新申請をし、その他指定を受けている市町村に申請をせず有効期限が過ぎてしまうと、その他市町村被保険者に対する請求がエラーとなってしまいます。加算に関する変更届出についても同様です。
　また、住所地特例対象施設（介護保険施設、特定施設、老人福祉法第２０条の４に規定する養護老人ホーム）に居住し、施設所在地に住所を移していないケースの利用相談が数件発生しています。住所地特例対象となる要件として、施設所在地に住所を移すことが介護保険法上求められていますので、住所地特例対象者として当該者が受給できる地域密着型（介護予防）サービス（特定地域密着型サービス※）を利用させるに当たっては、必ず、介護保険被保険者証にて①住所、②保険者名、③介護保険施設等の欄を確認した上で利用させるようにしてください。
（※）定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　　　夜間対応型訪問介護
　　　地域密着型通所介護
　　　（介護予防）認知症対応型通所介護
　　　（介護予防）小規模多機能型居宅介護
　　　看護小規模多機能型居宅介護
◎総合事業における他市町村被保険者の利用について
　予防給付においては、他市町村に所在する事業所についても利用することが可能となっていますが、総合事業においても、市町村境に所在する事業所など他市町村の被保険者が利用する場合が想定されます。
　改正介護保険法施行時の経過措置において、予防給付の指定事業所として介護予防訪問介護等を行っている事業者については、法施行時に、全ての市町村において総合事業の指定事業者の指定をみなすこととしていることから、みなし指定を受けている事業所においては、原則どの市町村においてもそのサービスを利用することは可能となっています。
　一方、平成２７年４月以降に指定された事業者については、当該経過措置の対象とならず、みなし指定ではなく独自指定となりますので、原則その独自指定を受けた市町村の被保険者のみが利用できることになります。また、平成３０年４月（※）以降はみなし指定の事業者についても、それぞれの市町村に更新申請が必要になります。したがって、所在市町村以外の市町村の利用者がいる場合は、当該他の市町村への指定更新の手続きも必要となってきます。
　その他住所地特例対象者に対する総合事業も含めた地域支援事業については、予防給付の介護予防訪問介護等を総合事業に移行すること等を踏まえて、住所地特例対象者がより円滑にサービスを受けることができるよう、当該者が居住する施設所在市町村が行うこととなっているため、住所地特例対象者は総合事業を利用することができます。その際に注意すべき事項は、上記「地域密着型サービスにおける他市指定について」で述べたとおりです。
（※）みなし指定の有効期間は、原則一律平成２７年４月から３年間となっています。
◎その他指導事項
○事故報告書提出について
指定居宅介護サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第３７条第１項、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第３５条第２項、流山市指定地域密着型サービスに係る事業者の指定に関する基準並びに事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例第３６条により運用する指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第３条の３８第1項等に規定する当該サービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるよう規定されています。したがって、事故が発生した場合の市への連絡について、市ホームページ（※）より「介護保険被保険者等事故報告書」報告様式をダウンロードし、必要事項記載の上流山市役所介護支援課まで提出して下さい。

注意事項として、記載内容には個人情報が含まれますので、FAXではなく、必ず郵送か窓口にて御提出下さい。また、事業所名・所在地・管理者氏名・電話番号の記載欄について、必ず社判もしくは管理者印を押印のうえご提出下さい。

（※）以下流山市ホームページリンク先です
http://www.city.nagareyama.chiba.jp/eservice/3348/8242/028289.html
○介護保険施設等における感染症等発生時に係る報告について
　介護保険施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市の介護保険施設等主管部局に迅速に、感染症又は食中毒が疑われる者等の人数、症状、対応状況等を報告するとともに、併せて保健所に報告し、指示を求めるなどの措置を講じてください。

ア　同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死
亡者又は重篤患者が1週間内に2名以上発生した場合

イ　同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が10
名以上又は全利用者の半数以上発生した場合

ウ　ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感
染症等の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合

市及び保健所への報告様式は市ホームページ（※）より「感染症等集団発生報告用様式」をダウンロードし、必要事項記載の上流山市役所介護支援課まで提出して下さい。

（※）以下流山市ホームページリンク先です
http://www.city.nagareyama.chiba.jp/life/15/13777/028150.html
○利用者家族の連絡先について
　サービス提供時に利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合に、運営規程に定められた緊急時の対応方法に基づき速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講ずる上で、利用者とサービス契約をする際にあらかじめ重要事項説明書等で家族等の緊急連絡先を把握しているかと思いますが、最近、その緊急連絡先となっている家族等に病状の急変等が生じ、利用者本人に対する緊急時に連絡が取れないような状況が散見されています。以上のことは、特に老老介護のような世帯においてよく見られています。そのため、各事業所におきましては、今後可能であれば緊急時の連絡先を複数把握していただけると大変助かります。もちろん、連絡先を複数把握できなければ、サービス提供をしてはならないことにはなりませんが、可能であれば緊急時の連絡先を複数把握していただけると以上のような状況において適切に対応することが可能になりますので是非御協力をよろしくお願い致します。
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